
経営比較分析表（令和4年度決算）
埼玉県　本庄市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例
法適用 水道事業 末端給水事業 A4 非設置 77,526 89.69 864.38 ■ 当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2) － 類似団体平均値（平均値）

本市の水道事業は令和4年度決算においても純利益
を計上しているが、費用の大幅な増加が①経常収
支比率や⑤料金回収率、⑥給水原価に影響を及ぼ
したと言える。今後は、人口減少に伴う給水収益
の減少や水道施設の更新需要の増加による費用の
増加などにより、経営環境はますます厳しいもの
になっていくと予想される。
これまで「本庄市水道事業ビジョン」に基づき事
業を推進してきたが、本市水道事業ビジョンにつ
いては令和6年度から令和7年度にかけて中間見直
しが予定されている。今後は、策定したアセット
マネジメント計画に基づき水道施設の更新を進め
るため、今後予想される厳しい経営環境に対応で
きるよう、早急に適切な料金の見直しを実施する
ことが避けては通れない状況である。

1,066.38 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 81.87 99.81 1,903 77,782

全体総括

72.94

①経常収支比率
指標は100％を超えており、経営の健全性は確保されているが、
前年度数値及び類似団体平均値を下回った。この主な要因は、電
力料の高騰により動力費が増加したことによるものである。
③流動比率
現金預金や未収金等の当座資金が減少したことにより、指標は前
年度より低下した。類似団体平均値を下回っているが、指標は
100％を超えており、短期的な債務に対する支払能力は確保され
ている。
④企業債残高対給水収益比率
コロナ禍における原油価格高騰、物価高騰の経済的な影響を緩和
するために行った水道料金の基本料金の免除により給水収益が減
少したため、前年度数値より上昇したが、類似団体平均値よりも
下回っている。今後は、水道施設の適切な更新に向けて投資規模
を拡大する予定のため、指標も上昇すると考えられる。
⑤料金回収率
令和4年度は動力費の増加に伴い給水原価が上昇し、水道料金の
基本料金の免除により給水収益が減少したことで料金回収率は大
幅に低下した。給水収益の減少は一時的なものであるが、今後は
料金回収率を改善し、高い数値を維持できるよう適切な料金収入
や業務改善・効率化による費用削減に努める必要がある。
⑥給水原価
電力料の高騰による動力費の増加に伴い費用が前年度より増加し
たため、給水原価も上昇した。この傾向は今後も続くと予想され
る。
⑦施設利用率
類似団体平均値よりも高い水準であるが、前年度より指標が低下
した。これは、コロナ禍における水道の使用形態・方法が以前の
ように戻ったためと考えられる。
⑧有収率
漏水調査の継続による早期の漏水発見・修繕の効果があり、前年
度数値より上昇した。類似団体平均値より高い水準を維持してい
るが、漏水調査を実施し、漏水を未然に防ぐとともに、老朽化し
た管路の更新を計画的に実施することにより有収率の向上に努め
る。

2. 老朽化の状況について

①有形固定資産減価償却率
年々施設の老朽化が進行していることから上昇傾
向で推移しており、類似団体平均値よりも高い水
準となっている。
②管路経年化率
年々管路の老朽化も進んでおり、類似団体平均値
より高い水準となっている。管路経年化率と併せ
て管路更新率も低下していることから、計画的な
老朽管更新に取り組む必要がある。
③管路更新率
前年度数値より上昇したが、類似団体平均値より
も低い水準である。これは、令和7年度まで公共下
水道事業の概成に向けた関連工事を集中的に実施
していることに伴い、管路更新工事が進んでいな
いことが要因である。この間にも管路の老朽化は
進行するため、概成後は更なる効率的な維持・更
新に取り組む必要がある。

2. 老朽化の状況
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.70】 【1.34】 【252.29】 【268.07】

【89.76】【59.97】【174.75】【97.47】

【51.51】 【23.75】 【0.67】



①有形固定資産減価償却率
　平均値を大きく下回っているが、これは平成27
年度に公営企業会計に移行した際に、資産を新た
に取得したと見なして帳簿価額を決定している影
響であり、建設から40年を超えて老朽化が進んで
いる管渠が存在する点に留意する必要がある。
②管渠老朽化率、③管渠改善率
　建設事業が昭和50年度から開始されたため、耐
用年数に達した管渠が存在せず、更新も行ってい
ないため、0％となっている。

2. 老朽化の状況

全体総括

　本市の現状として、経営の健全性・効率性、老
朽化の状況については、経費回収率を除いた各指
標ともに良好な数字となっている。経費回収率に
ついては、使用料で回収すべき経費を賄えずに一
般会計からの繰入金に依存している状況ではある
ものの、令和元年10月から使用料を約15％引き上
げる改定を行ったことにより改善がみられる。
　今後については、急速な人口減少等に伴う有収
水量の減少や管路施設の老朽化が予測されるた
め、将来にわたり住民生活に重要なサービスを安
定して提供することが可能となるよう、令和２年
度に作成した「本庄市下水道事業経営戦略」によ
り、収支の改善等を通じた経営基盤の強化を図る
ことが必要である。また令和７年度には「本庄市
下水道事業経営戦略」の改定を予定している。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

- 65.85 61.40 102.99 2,497

処理区域内人口(人) 処理区域面積(km
2
) 処理区域内人口密度(人/km

2
) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

47,571 11.75 4,048.60 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
　令和元年10月の使用料改定及び水洗化率の増加等による経
常収益の増額がみられ、経常収支比率は100％を上回ってい
る。一方、一般会計からの繰入金への依存度が比較的高く、
経費回収率はまだ100％を下回っている点に留意する必要が
ある。
②累積欠損金比率
　累積欠損金は発生していないため、0％である。
③流動比率
　昨年度からさらに改善がみられ、流動比率は100％を上
回った。この要因は、現金が増加したうえで、未払金も減少
したことによるものである。
④企業債残高対事業規模比率
　令和7年度概成に向けた管渠の整備に伴い、企業債現在高
は増加したため、比率は増加となった。また、企業債の償還
について5年間の据置を行っているため、今後この傾向は継
続していくことが見込まれる。
⑤経費回収率
　令和元年10月に使用料の改定を行ったことによる改善がみ
られるものの、比率の伸びは鈍化傾向となっている。現状本
来使用料で回収すべき経費を賄えておらず、一般会計からの
繰入金で補てんしている状況にある。「分流式下水道に要す
る経費」の影響を排除した場合の経費回収率は69.13％であ
る。
⑥汚水処理原価
　150円を超える部分については、「分流式下水道に要する
経費」として一般会計から繰入れている。この影響を排除し
た場合の汚水処理原価は208.04円である。
⑦施設利用率
　流域関連公共下水道であるため、処理場をもっていない。
⑧水洗化率
　整備途中であるため、平均値を下回っている。今後は引き
続き、経営健全化のために水洗化活動を積極的に実施してい
く必要がある。

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

77,526 89.69 864.38 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 公共下水道 Bd1 非設置

経営比較分析表（令和4年度決算）
埼玉県　本庄市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
) グラフ凡例
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【106.11】 【3.15】 【73.44】 【652.82】

【95.82】【59.10】【138.29】【97.61】

【39.74】 【7.62】 【0.23】



①有形固定資産減価償却率
　全国平均及び類似団体平均を大きく下回ってい
るが、これは令和2年度に企業会計に移行した際
に、資産を新たに取得したとみなして帳簿価額を
決定しているためである。伸び率としては約3％程
度の増加となった。
②管渠老朽化率、③管渠改善率
　最も古い地区でもH1年度の供用開始であるた
め、耐用年数の50年には達しておらず、更新投資
を行っていないため、管渠改善率は0％となってい
る。

2. 老朽化の状況

全体総括

　都島地区を公共下水道事業へ編入したことか
ら、その除却費や水量の減等により、各指標につ
いては前年を下回る形となった。
　令和2年度からは公営企業会計を適用し、経営戦
略を策定した。今後は、経営戦略に基づき経営健
全化に向けた取組を進めていく必要がある。
　なお、処理場が老朽化している地区について
は、更新経費と公共下水道へ編入した場合の経費
の比較を行い、より経営効率の高い方法を検討し
ており、都島地区は令和4年度から、その他の地区
についても公共下水道への編入を予定している。

※農業集落排水事業は令和2年度より地方公営企業
法を一部適用し企業会計に移行したため、令和元
年度以前の指標は表示していません。

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。

2,471 1.55 1,594.19 【】 令和4年度全国平均

処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2) －

2. 老朽化の状況について

類似団体平均値（平均値）

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
　昨年度は経常収益が経常費用を下回り、損失が発生
している状態であったが、今年度は100％を超えてお
り、経常収益が経常費用を上回っている。その要因は
一般会計からの繰入金による点に留意する必要があ
る。
②累積欠損金比率
　累積欠損金は発生していないため、0％である。
③流動比率
　都島クリーンセンター解体工事等の未払金が発生し
たことから現金残高が増加となったため前年度比率を
上回ったものの、短期的な債務を支払う現金がいまだ
不足している。今後は、基金の活用を予定している。
④企業債残高対事業規模比率
　都島地区を公共下水道事業へ編入したことから、使
用料収入が減少したため、前年度比率を上回った。
⑤経費回収率
　都島地区を公共下水道事業へ編入したことから、使
用料収入が減少したため、前年度比率を下回った。今
後は、適正な使用料収入の確保に向けた検討を進める
予定である。
⑥汚水処理原価
　都島地区を公共下水道事業へ編入したことから、そ
の除却費により汚水処理費が増加し、有収水量も減少
したため、一時的ではあるものの処理原価は増額と
なった。
⑦施設利用率
　都島地区を公共下水道事業へ編入したことから、前
年度と比べて処理水量が減少したため、施設利用率は
減少している。
⑧水洗化率
　水洗化率が100％であった都島地区を公共下水道事業
へ編入したことから前年度比率を下回った。

資金不足比率(％)

- 65.72 3.19 100.00 3,355

自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円)

77,526

処理区域内人口(人)

89.69 864.38 ■ 当該団体値（当該値）法適用 下水道事業 農業集落排水 F1 非設置

経営比較分析表（令和4年度決算）
埼玉県　本庄市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

0.00

0.01

0.02

0.03

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.00

平均値 - - 0.02 0.01 0.01

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 101.50 99.46 104.71

平均値 - - 103.09 102.11 101.91

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 3.02 6.00 8.78

平均値 - - 24.80 28.12 28.79

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.00

平均値 - - 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 0.00 0.00 0.00

平均値 - - 101.24 124.90 124.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 47.26 36.27 57.22

平均値 - - 37.24 33.58 35.42

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 3,471.64 17.81 25.54

平均値 - - 783.80 778.81 718.49

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 39.85 51.76 26.32

平均値 - - 68.11 67.23 61.82

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 309.38 270.98 589.65

平均値 - - 222.41 228.21 246.90

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 56.15 50.22 45.10

平均値 - - 55.26 54.54 52.90

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 - - 77.21 79.17 75.39

平均値 - - 90.52 90.30 90.30

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【103.61】 【133.62】 【36.94】 【809.19】

【87.30】【52.55】【273.68】【57.02】

【27.11】 【0.00】 【0.02】


